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１． 2040年の外国人労働者受入れ
～将来展望と課題



１． 2040年の外国人労働者受入れ

問題認識 急速な少子高齢化（生産労働人口の減少） ⇒ コロナ禍で更に加速！

投影のみ



１． 2040年の外国人労働者受入れ

問題認識 過去10年で、2.5倍に！ ⇒ ポストコロナの経済回復でどうなる？



１． 2040年の外国人労働者受入れ

問題認識 ： アジア近隣国の発展（＋少子化）と人材確保難

⇒日本が必要とする時に、必要な人材が来てくれるか？」

JICA調査研究『2030/40年の外国人との共生社会の実現に向けた取組み』
（調査期間：2021年7月～2022年3月）

【調査の狙い】

 日本国内及び人材送出国の人口動態及び産業構造の変化・労働市場を分析し、2030/40年時点における

外国人の受入れ人数と受入れ方法について検討を行う。

 日本国内における外国人を取り巻く現状や社会・経済的インパクトを分析し、上記シナリオを踏まえた、将来の

地方での産業や社会の変化に沿った外国人との共生のあり方について検討を行う。

【検討委員（ハイレベル）】

•京都精華大学 ウスビ・サコ学長

•政策研究大学院大学 田中明彦学長

•日本経済団体連合会 瀬戸まゆこ部会長

•熊本県 蒲島郁夫知事

•群馬県 山本一太知事

【検討委員（研究者）】

•社会保障・人口問題研究所 是川夕部長

•経済産業研究所 橋本由紀研究員

•日本国際交流センター 毛受敏浩執行理事

•国際協力NGOセンター 若林秀樹事務局長

•桜美林大学 浅井亜紀子教授

【作業グループ】価値総合研究所／日本経済研究所 ＋JICA緒方貞子平和開発研究所＋JICAタスクチーム



１． 2040年の外国人労働者受入れ

研究１：将来の外国人の受入れに関するシミュレーション

目標GDP到達に必要な外国人労働需要量

2030年：419万人（2020年比143%増）

2040年：674万人（同291%増）

①外国人労働量需要量の推計

【条件設定】
目標GDP: 年平均成長率1.24%
（厚労省）
 資本ストック（自動化・機械化

等の設備投資）

• ベースライン：2040年に
2015年比13.9%増
（1995年から2015年までの
トレンドから設定）

• 設備投資が促進された場
合：同31.2%増（ITバブル
崩壊後からリーマンショック前ま
でで最も資本ストックが増加し
た期間のトレンドから設定）

目標GDP達成に必要な外国人労働者数（万人）



１． 2040年の外国人労働者受入れ

研究１：将来の外国人の受入れに関するシミュレーション

②外国人労働供給ポテンシャルの推計

現行シナリオ（外国人労働者の滞在期間が現行と
同等の場合）における外国人労働供給ポテンシャル

2030年：356万人 (需要に対し、63万人不足)

2040年：632万人 (需要に対し、42万人不足)

現行の受入れ方式では、目標GDP到達に必要な
労働者数を確保できない（供給ポテンシャルが不
足する）

外国人労働者の滞在期間の長期化などの需要に
見合った方策の検討が必要。

③ギャップ解消に必要な外国人労働者の受入れは？

【条件設定】

 送り出し国からの来日外国人労働者数を、送り出し国
の将来の人口動態と経済水準、過去の入国者数のト
レンドを考慮して推計。

 外国人労働者が滞在期間別に帰国する割合としては、
以下の値を設定。
・3年後までに帰国する割合：62.3%
・5年後までに帰国する割合：69.0%
・10年後までに帰国する割合：73.4%

 なお、将来における中国等との競合関係の変化（中
国による政策的な移民獲得の強化等）による影響は
考慮していない。



注3：都道府県別の将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計
人口（平成30（2018）年推計）」

2040年の産業別外国人労働数（万人）

図表：2040年の予測

需要が高い分野
製造業全体 155.3 万人
小売業 104.3 万人
建設業 49.8 万人

９都県において、労働人口に占める外国
人労働者の割合が10%を超える

2040年の外国人労働者数（対生産年齢人口比率）



１． 2040年の外国人労働者受入れ

研究２：将来の外国人との共生の在り方に関する検討

受け入れ態勢の整備状況

⇒日本は低位（34位）

15の自治体ヒアリング調査
⇒地域により課題が大きく異なる

【結論】
⇒外国人労働者600万人時代に向けて、
多文化共生を担う、外国人と日本人の
キーパーソンの育成が急務



１． 2040年の外国人労働者受入れ （課題）

【課題１】中長期的な見通しを踏まえたビジョン・政
策の策定・体制強化

 基本法令整備・実施体制整備、ステークホルダー連携強化
 「ビジネスと人権」の取り組み強化

【課題２】外国人が日本で就労する魅力（メリット）
向上と発信（信頼とブランド確立）

 親日家の育成。日本や日本で働く魅力を積極的発信。
 人権擁護、適正な受入れ （安心安全な日本に）
 キャリア・アップにつながる就労（夢を持って学べる日本に）

【課題４】産業界や地方の人材ニーズにマッチした
外国人労働者の受け入れ制度構築

 業界のニーズ（レベル・量）に応じた長期就労等の制度整備
 自治体が責任を持つ、就労自由度の高い在留資格の創設等

【課題５】外国人も活躍できるダイバーシティ社会
の実現 ～ライフサイクルに合わせた対応強化

 自治体・地方公共団体の行政サービス強化
 地域ネットワーク・NPOとの協働
 日本語習得支援強化

【課題３】送出し国における人材育成拡充（確保困難
分野）及び新興送出国の開拓

 送出し国での日本語教育支援拡大
 介護・IT等の確保困難分野の人材育成 (産業界に必要な人材育成)
 南・中央アジア、アフリカ、大洋州等のフロンティア開拓

【課題６】ダイバーシティ社会を支える日本人の育
成・外国人の活躍

 自治体・学校・病院・警察・消防などのリーダー及び士業、コ
ーディネーターなどの育成。外国籍住民の活用促進。

 国際理解教育推進、日本人の語学教育強化。

日本人も外国人も夢を持って安心して活躍できる豊かなダイバーシティ社会
の実現 ～国際協力を通じた取り組みによる『選ばれる日本』と『開かれた日本』へ

目指すべき方向性

６
つ
の
取
組
み
課
題

注：本資料は、調査研究及び有識者会合での議論を参考に、JICAタスクチームにて作成されたものであり、JICAの公式見解ではありません。

調査・研究会から
見えた課題

①日本の経済成長のための外国人労働者受入の
必要性（2040年に674万人が必要との推計）。

②アジアの主要送出し国において経済成長・少
子化の進展による労働者不足・獲得競争激化。

③日本の地方の人手不足は深刻であり、外国人抜
きでは地方の社会・経済が成り立たない現状。

④国際社会の『ビジネスと人権』へ関心が高まり、
日本も取り組み強化が必要。



２． 「責任ある外国人労働者受入れプラット
フォーム（JP-MIRAI)」の取り組み

～マルチステークホルダーでの取り組み



背景： ビジネスと人権に関する動向 ～民間の危機感

2011年 国連人権理事会「ビジネスと人権に関する指導原則」採択

2015年 「英国現代奴隷法」制定（世界各国で同様の法制化）

2015年 「持続可能な開発目標（SDGs）」採択

２０18年 OECD「責任あるビジネスのためのデューディリジェンスガイダンス」発表

2018年 ILO・EU・OECDパートナーシップ「アジアにおける責任あるサプライチェ
ーン事業」始動

2020年 米国国務省「人身取引報告書」（日本が「要監視」に格下げ）

2020年 日本政府「『ビジネスと人権』に関する行動計画（2020ー2025）」発表

2021年 米国国務省「人身取引報告書」（日本は引き続き「要監視」）

ドイツ・サプライチェーン法成立（施行は2023年から）

①グローバル企業：CSR報告書の情報開示が機関投資家の行動に大きく影響
②日本マクドナルド：取引先のCSR監査で、技能実習生の手数料返還勧告
③自動車業界：ドイツのSC法施行に向けて、仕組みづくりが必要 13



【参加者・体制】 すべてのステークホルダーが協力

【What is JP-MIRAI ?】
日本国内の外国人労働者の課題解決に向けて、2020年に民間企業・自治体・
NPO・学識者・弁護士など多様なステークホルダーが集まり設立された任意団体

民間セクター（会員）
・民間企業、業界団体、経済団体
・人材派遣会社、監理団体
・・研究機関、有識者 等

公的セクター（サポーター）
・関係省庁、関係団体
・国際機関 など

2020/11/16設立フォーラム

責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム(JP-MIRAI)
Japan Platform for Migrant Workers towards Inclusive Society

【会員】企業・団体・個人 469

＜主な会員＞ （2022/6/1現在）

味の素（株）、（株）アシックス、イオン（株）、

茨城県、クレアン（株）、住友電気工業（株）

国民生活産業・消費者団体連合会、佐賀県、

セブンアンドアイ・ホールディングス（株）

（一社）全国ビルメンテナンス協会

ソフトバンク（株）、帝人（株）

トヨタ自動車（株）、日本繊維産業連盟

（一社）日本惣菜協会、三起商行（株）、山梨県

ほか、弁護士、研究者、NPOなど
事務局：（独）国際協力機構（JICA)、民間団体（空席）

【私たちが目指す社会】 （「行動原則」から）

国連持続可能な開発目標（SDGs）や国連ビジネスと人権に関する指導原則など

において、外国人労働者の権利を保護し、労働環境・生活環境を改善することは、

世界的な社会課題とされています。

日本においても、働く外国人が増え経済社会の重要な一翼を担う中、これらの課

題解決に真摯に取り組み、責任をもって外国人労働者を受入れ、「選ばれる日本」

となることが重要です。

私たちは、外国人労働者が安心して働き生活できるディーセントワークの実現を

通じて、包摂的な経済成長と持続的な社会の実現を目指します。

14会費無料（当面）



2022年アドバイザリー会合・専門家会合

アドバイザリー会合
事業計画立案、資金支援、組織の在り方などの組織運営面での支援を賜る。活動に多大な貢献を行う団体、ステークホルダーを代
表する団体等による議論を強化する。

株式会社セブン＆アイ ホールディングス

帝人株式会社

トヨタ自動車株式会社

国民生活産業・消費者団体連合会（生団連）

一般社団法人 日本経済団体連合会（経団連）

一般社団法人 国際連携推進協会（PIRA)

専門家会合 （敬称略）
「ビジネスと人権・指導原則」に沿った相談・救済メカニズム、国際的な発信など 専門的な視点からの助言・ご協力を賜る。

NPOシェア＝国際保健協力市民の会 事務局長 八尋英昭

外国人技能実習生問題弁護士連絡会 共同代表 指宿昭一

鎌倉サステナビリティ研究所 特別顧問 足達英一郎

グローバルコンパクト・ネットワークジャパン 事務局長 矢部英貴

日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア経済研究所 新領域研究センター 法・制度研究グループ長 山田美和

弁護士法人 Global HR Strategy 代表社員 杉田昌平

日本国弁護士、ニューヨーク州弁護士 蔵元左近

15
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１．外国人労働者への情報提供・現状把握

1-1． JP-MIRAIポータルサイト（アプリ）業務

1-2. 外国人労働者の現状分析及び関連業務

３．企業・団体の取組みの支援

3-1． 外国人労働者の受入れに関わる調査研究業務

3-2． 会員の取組みの促進・支援業務

3-3. 企業の人権DD・苦情処理メカニズム構築支援業務

3-4. 研修・勉強会等業務

２．外国人労働者の相談・救済窓口

2-1． JP-MIRAI相談救済窓口業務

2-2. 相談関係団体ネットワーク業務

2-3. 外国人労働者ADRセンター業務

４．会員間の協力

４-1． 外国人労働者に対する緊急支援

4-2. 将来の人材確保に向けた取り組み

５．国内・海外への発信

5-1. 地域イベント支援と国内メディアへの露出拡大

5-2. 国際社会への発信

5-3. JP-MIRAIの活動を共有するコミュニケーションツールの制作

5-4. 次世代育成 ～JP-MIRAI Youth

JP-MIRAIの主要事業（2021/12/6 総会決議版）

16



【目的】 ①外国人労働者への情報提供を通じた問題最小化
②企業のビジネスと人権・指導原則への対応支援

• 来日前の外国人に日本の良さ・キャリア・諸制度・企業団体等の情報を提供し、適切なキャリアを選択し、適正な来日を支援
• 来日後の外国人労働者に生活や労働に必要な情報を提供（プッシュ型）し、生活の満足度を向上。
• 外国人労働者の置かれた状況（声）を聞き、行政機関などへ改善に向けた提言のための情報蓄積
• 外国人労働者のフィードバックを受けて、会員企業が、「ビジネスと人権・指導原則」に準拠した対応を行うために必要な情報を提供

【基本的な機能】 多言語対応（8言語）、2022年３月17日リリース。順次コンテンツ・アプリ化（機能拡大）

（日本語、英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語、インドネシア語、ミャンマー語）

外国人労働者向け情報提供
1) 日本で働く外国人の在留資格
2) 日本で働く外国人のキャリア
3) 日本での仕事、働き方
4) 日本でのくらし
5) 受入れの適切さを自己診断
6) 日本語・技能学習のための情報
7) 日本の外国人材関連ニュース

外国人労働者の声を聞く

定点調査＊
•定点調査は、全ての外国
人材が対象

• アンケート票への回答を
通じて、外国人材自身の
実態（満足度・問題・悩み
等）を把握

外国人労働者ユーザー登録 ソーシャルログイン・属性情報を任意登録

企業・団体掲載（承認制）
•送出機関、人材派遣、監理団体、企
業等承認団体の掲載。

•基本情報＋実績、手数料、求人情報
（リンク）等掲載

フィードバック＊
•送出機関・監理団体、受
入企業に関する法令項
目、労働・生活環境等に
関するフィードバック受
付

相談窓口
•電話・メール・チャット
による受付

•ログ（自動翻訳付）進捗
管理、集計

•進捗管理

外国人労働者の声（マクロ分析） ＊
• 出身国・在留資格・業種・居住地別集計
• 政策提言に向けた整理

受入企業・団体等へのフィードバック＊
• 企業向けに、人権デューデリジェンスの取組に
資する情報提供（随時モニタリング）

相談・救済
メカニズ
ムへ

民間サービス（リンク） ＊
•外国送金、携帯電話・保険・住宅・
ECサイトなど（有償掲載）

政府等外
部サイトへ
誘導

活動事例１．JP-MIRAIポータル（アプリ）~全ての外国人労働者に普及

17

*今後
検討
予定



JP-MIRAIポータル（アプリ）~すべての外国人労働者に普及
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【特徴その１】
海外（送出し国）での普及により、日本の魅力や（キャリア形
成）、制度や正しい参加方法などについて発信。

【特徴その２】
日本国内では、生活や労働上必要な知識を分かりやすく解説し、
公的機関のホームページへ誘導。

【特徴その３】
日常的にアクセスするようなコンテンツの提供（内容・提携先検
討中）。

【特徴その４】
外国人向けデジタル基盤として、各種社会実験の実施（検討中）
（アイディア）
 企業・自治体との協力によるプッシュ型情報提供
 位置情報を利用した伴走支援パートナー検索・コンタクト
 諸手続き書類作成アプリ

 留学生等外国人対象としてビジネスコンテスト「こんなアプ
リが欲しかった！」（仮称）など
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活動事例２． 「外国人労働者相談・救済パイロット事業」



JP-MIRAI相談窓口
苦情処理・

救済メカニズム

NPO・労働組合
同胞組織等

行政機関窓口
FRESC、OTITなど

会員企業・団体

自治体
ワンストップ窓口
（国際交流協会等）

連絡会議・専門家会合
関係者の連携による協働メカニズム構築（政府・自治体・
関係機関・業界団体・企業・NGO等）

目的１．外国人労働者が抱える課題を最小化する（早期に解決）
 関係者の連携によるメカニズム構築（政府・自治体・関係機関・業界団体・企業・NGO等）
 ワンストップかつ専門性高いチームとの連携、中立性・対話による解決の重視

国・自治体が対応できる問題は、原則、
国又は自治体が対応

連携・技術支援
コスト負担

改善を支援

ネットワーク協力関係強化

外国人労働者

雇用関係

20

活動事例２． 「外国人労働者相談・救済パイロット事業」

目的２．企業の「ビジネスと人権」取り組みを支援する
 相談及びポータルを活用し、外国人労働者の抱える課題を把握し、企業の人権DDの取組みを支援
 中立性・独立性の高い救済メカニズムの構築

サプライチェーンの（準リアルタイムの
モニタリングシステム構築を目指す



図１：パイロット事業概念図

外国人労働者

１．「JP-MIRAIポータル（アプリ）」

業務内容： ①情報提供（ＦＡＱ含む）、②相談入口

敷居が低い
早期相談窓口

要支援ライン

トラブルの
最小化支援

トラブル回避
情報サイト

問合せ対応

提携（伴走連携）パートナー
JP-MIRAI会員の自治体・NPO・士業（プロボ
ノ）などで研修を受けたパートナーが伴走協力
（段階的拡充）

地方・関係機関とのネットワークを強化

第3者による
紛争解決

非司法型救済メカニズムの出口として
準司法的手続を設け、深刻化する案件
のフォロー体制を構築

事件性有りライン
（弁護士法72条）

4．東京弁護士会紛争解決センター内専門ADR

敷居の低い母国語相談

母国語情報の充実

公的機関等で対応可能な
ものは窓口紹介

2. 相談窓口 ★委託により実施
業務内容：

(1)母国語相談受付（日本語、英語、中国語、ポルトガル語、
西語、ベトナム語、インドネシア語、ミャンマー語、タガログ語）
(2)問合せ対応（専門ユニット）
(3)対応状況入力・フォローアップ
(4)相談事例のコンテンツ化

3. 伴走支援 ★上記②実施業者が相談員を配置
業務内容：
外国人労働者自力の解決が難しい事案、又は深刻化するリスクが高い事
案について、(1)電話伴走、(2)対面伴走を行う。

支援



JP-MIRAI

図２：企業の人権DDと救済メカニズムとの関係

外国人労働者

制度・規則に対する理解

生活・労働環境の不満・
問題（深刻度：中）

労働問題・法令違反
深刻なトラブル

正しい情報提供

定点観測調査
（アンケート）

訴訟

団体・企業への
フィードバック調査

生活・労働環境の不満
（深刻度：軽）

★労働者の声を聞く機能

相談窓口

★労働者への情報提供機能

ADR

個別企業が抱える
課題に合せて助言

個別相談内容の共
有。対話の支援

話し合いによる解決

対応

訴訟

共通課題の分析結
果等（公開情報）

改善の継続的取組み
SHとの連携

双方にとって対応コスト・レペテーションリスクが高い

JP-MIRAIポータル＋αが
持つ機能

企業（雇用主）

対応記録・データ
を踏まえた「情報
開示」への支援・
助言

取り組み計画の立案
モニタリング・サプライ
チェーン管理の確立～人
権DDのサイクル確立

原則19．人権への負の影響を防止
し、また軽減するために、企業はそ
の影響評価の結論を、関連する全社
内部門及びプロセスに組み入れ、適
切な措置をとるべきである。

ITを活用した常時モニター
対応状況の労働者への

情報共有

指導原則に
基づく人権
デューデリ
ジェンスの
仕組み確立

指導原則に
基づく救済
メカニズム
の確立

JP-MIRAI会員企業向け
サービス例
（緑枠内有償サービス）

信頼向上・不満軽減

情報利益相反管理
労働者の保護配慮

支援

企業向け情報提供
勉強会等
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会員セミナー 詳しくはホームページをご覧ください（活動報告）https://jp-mirai.org/jp/

活動事例３. 会員セミナー
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手数料問題研究会

技能実習生「手数料」問題研究会
（全4回、公開・オンライン開催）ｖ

【背景・目的】

【結論】パネルディスカッションまとめ：モデレーター毎日新聞 岩崎氏

１．外国人材を無条件で安定確保できるわけではない
２．手数料は日本側の問題でもある ・受入企業の利益 ・選ばれる国
３．手数料問題は日本側（受入企業、監理団体）から改善できる

①まずは実態把握（ヒアリング、人間関係）
②監理団体・送出機関に要望・交渉
③監理団体を選ぶ＝取引先送出機関、ケアの体制、実習生に親身かどうかなど
④送出機関を選ぶ＝総費用（キックバック、接待/ブローカー）、日本語教育、失踪対策

４．日本政府やJP-MIRAIとも連携した取り組み

【結論】

１．外国人材を無条件で安

定確保できるわけではない

２．手数料は日本側の問題

でもある ・受入企業の利

益 ・選ばれる国

３．手数料問題は日本側（受

入企業、監理団体）から改善

できる

①実態把握

②監理団体・送出機関

に要望・交渉

③監理団体を選ぶ

④送出機関を選ぶ４．４．

日本政府やJP-MIRAIとも

連携した取り組み

活動事例４. 研究会
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会員の皆様の取り組み～好事例紹介より

•第1回：株式会社農園たや ・第4回：協同組合FUJI
•第2回：井上泰弘さん ・第5回：茨城県の取り組み
•第3回：久健興業株式会社 ・第6回：NPO ADOVO
•第7回：アジア技術交流協同組合

詳しくはホームページよりご覧ください
～会員による行動原則実践の推進の事例紹介～

https://jp-mirai.org/jp/

活動事例5.  会員の取り組み紹介（共有、発信）
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•第1回：株式会社農園たや ・第4回：協同組合FUJI

•第2回：井上泰弘さん ・第5回：茨城県の取り組み

•第3回：久健興業株式会社 ・第6回：NPO ADOVO

•第7回：アジア技術交流協同組合 他

詳しくはホームページよりご覧ください

～会員による行動原則実践の推進の事例紹介～

https://jp-mirai.org/jp/



緊急支援 コラボ事業
詳しくはホームページをご覧ください（活動報告）https://jp-mirai.org/jp/

• 帰国困難ベトナム人支援
・キャリアセミナー、能力開発研修の開催

• 帰国困難ミャンマー人支援
・映画『僕の帰る場所』オンライン上映会&トークイベント
・「在日ミャンマー人向け在留と仕事に関するセミナー」、個別相談会

ベトナム人向けキャリアセミナー 118名参加
参加者事前アンケート（回答数99名）

【キャリアセミナーのトピック】
•外国人在留支援センター（FRESC）説明
•COVID19 下での在留資格
•キャリア概論①ビルメンテナンス
•キャリア概論②農業
•キャリア概論③介護
•キャリア概論④飲食料品製造
•COVID19 下での健康管理
•その他有用情報紹介：採用面接の準備

活動事例6.  会員間での協力事業（緊急支援の例）
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【その他活動事例】 公開研究会

技能実習生「手数料」問題研究会
（全4回、公開・オンライン開催）

【背景・目的】

【結論】パネルディスカッションまとめ：モデレーター 毎日新聞岩崎氏

１．外国人材を無条件で安定確保できるわけではない
２．手数料は日本側の問題でもある ・受入企業の利益 ・選ばれる国
３．手数料問題は日本側（受入企業、監理団体）から改善できる

①まずは実態把握（ヒアリング、人間関係）
②監理団体・送出機関に要望・交渉
③監理団体を選ぶ＝取引先送出機関、ケアの体制、実習生に親身かどうかなど
④送出機関を選ぶ＝総費用（キックバック、接待/ブローカー）、日本語教育、失踪対策

４．日本政府やJP-MIRAIとも連携した取り組み

来日前の技能実習生が、送出機関等に多額
の手数料を支払う実態があり、国際社会か
ら債務労働と指摘され、日本国内で失踪に
至る一因とされている。この問題について、
国際機関、弁護士、研究者、送出機関、監理
団体、政府からの情報をもとに、実態や背
景・課題を把握し、解決策を検討するため
に研究会を実施。
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＜課題＞
 関係各社の理解を得るのに苦労。／JP-MIRAI等を通じて、他社にも広めたい

【好事例①】 技能実習・ゼロフィーへの取り組み

28

＜基本方針＞

 手数料は実習実施機関が支払う。／保証金等は送出し機関に徴収させない。

＜具体的なアクション＞

 TFRグループ会社の監理団体を1社に統一
 数年かけて、各社の外国人技能実習生をすべて同じ監理団体を通じての採用。
 契約は、各社と監理団体で締結。

 2020年4月よりTFRグループ会社による手数料負担開始
 監理団体からの請求に基づき支払いを行う。

 送出し機関（監理団体経由）からの請求書を受領。
 来日した技能実習生に手数料を支払っていないことを確認する。

 手数料支払なしのステートメント受領。

＜背景＞
ILO条約181号（1997） －労働者からの手数料他の徴収の禁止など
米国人身取引報告書（2021） －技能実習の諸問題を厳しく指摘、日本は要監視国

【帝人フロンティア様の取り組み】 ~上記研究会資料より要約



【好事例②】

株式会社 農園たや 田谷社長 （福井県）

「インドネシア農業技能実習プログラム」

• 技能実習制度を交流・出会いの場にしよう、という想
い

• 実習生・社員相互のリスペクト（尊敬・尊重）を重視

• 能力開発に力を注ぐ

• 受入れ前から農業とビジネスプランも学べるよ
う計画

• 日本人スタッフにも「共感を持った人材」となる
よう育成

• 実習生の帰国後のビジネスも支援・指導

• 日本人スタッフも工夫

• 指示出しを具体的に。 「ちょっと」→「●●グラ
ム」

経験値の共有・整理整

頓が進み、生産性が上

がった

日本人の若いスタッフ

が全国から集まった

詳しくは、JP-MIRAIホームページ 事例紹介をご覧ください。 https://jp-
mirai.org/jp/2021/3869/

https://jp-mirai.org/jp/2021/3869/


【その他活動事例】 海外への発信

30

2022年2月OCEDフォーラム「着物・履物セミナー」サイドイベント

JP-MIRAIや繊維産業連盟、帝人
フロンティアの取り組みを発表

⇒米、独大使館や送出国大使館との関係強化
⇒国連イベントなどで引き続き発信予定
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JP-MIRAIは、全ての皆様とよりよい日本社会を作っていくためのツールです。
是非この機会に入会をご検討下さい。



3． JICAの外国人材受入れ支援
～技能実習制度の優良事例(参考）
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＜これまで＞
ラオスの帰国技能実習生の自宅訪問
• 香川県のファーマーズ協同組合は、帰国した技能
実習生を定期的に訪問し、助言を行っている。

• 写真は、日本で3年間の実習を終え、1年前に帰国
した元実習生（20代女性）、帰国後は、家庭菜園で
野菜を生産するも、課題有り（現状、大きな所得向
上に結び付いていない）

• ⇒付加価値の高い農産物生産と販路拡大（産地形
成）が不可欠

技能実習・好事例①：香川×ラオス（農業）
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海外協力隊・専門家派遣

短期又は長期（シニア・若手）
●村落開発
●農家や法人指導

それぞれの取り組み案を記
載した3者間ミニッツの締結
（2019年10月から3年間）

組織設立
●投資・財政支援
●栽培指導

アクティブチェーン農学

XQN県農業局・郡農
業局

現地農民 ＆ 帰国技能実習生

ファーマーズ協同組合
（日本側監理団体）

監督

①貧困農民の生計向上
②日本への信頼向上
（日本に来る人材増）

①人手（技能実習生）の確保
②良質なニンニク種子確保
③ビジネス展開
④異文化理解の推進

その他、県内関係機関など

シェンクワン（XQN）県

ラオス北部の山岳地帯。温帯果樹や野
菜生産適地。少数部族や不発弾が多く、
農業開発も遅れており貧困地帯

近隣諸国への輸出、
国内市場への出荷

現地農業生産法人

●集荷

●苗木生産販売・技術指導

●日本語教育、圃場研修

篤農家

●果樹・野菜生産

●ニンニク種子生産

組織化

組織化支援・栽培指導

就職就農

オール香川

技術協力
●枠組みづくり支援調査
●ラオス政府との調整

協力

ラオス政府（農業森林
省）

JICA

香川県で働く技能実習生

農家 農家

取り組み事例①：香川×ラオス（農業）
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認定送出機関

①技能実習・特定技能人材の候補生
②帰国人材

ベトナム国立農業大学（VNUA）
【教育訓練機関】

受入産地（農家） 学内に人材開発提供センタ
ーを設置し、日本語教育等
を行い、特定技能含めた送
出を推進

①農業開発（農家所得の向上）
②人材の送出（外貨獲得、人材育成）

ベトナム政府（農業・農村開発省）

①農業分野の人材確保
②関連企業の海外展開

JAグループ

対象地域（受入先と営農形態
が類似している地域を想定）

目標：日本とベトナムの産地が共に発展するモデルの実現 －地域・組織間連携－

監理団体

人材の送出・受入

よりよい枠組みとするために（今後の展開）
１．JA関係者の派遣
①VNUAや附属校での送出前研修の講義（農業・日本語）
②ベトナム対象地域の視察、農業支援（営農指導、組織化等）
③JICA事業での連携（帰国人材等の農家グループや地域を
重点的に支援し、農家所得向上）

2．JA関連企業や地元企業の海外展開
3．受入産地からの実習内容のアピール

「農業人材開発アドバイザー」
2021年9月～2年；奥田善基氏

①連絡調整の強化

②産地間マッチング（農産物・作業内容等）
の実施（送出・受入の戦略性向上）

③送出前の研修充実化

④帰国人材の支援強化（就業・起業支援、
日本企業紹介）

⑤特定技能の送出推進

JICA

事例②：外国人技能実習制度を活用した産地間マッチング

JA全中＝JICA連携協定；
2019年5月締結
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外国人材受入支援に関するJICAの取組み

基本方針： JICAの強み（※）を最大限活かし、開発途上地域及
び日本国内双方において積極的に支援を行う。

※JICAの強みとは・・ 開発途上地域にも日本国内にも数多くの拠点があり、開発途
上地域における人材育成事業や移住事業の経験、日本国内における開発教育の経験、
海外協力隊経験者等国際経験のある豊富な人材等



問合せ先： ask@jp-mirai.org


